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１．はじめに～日本と香港現地での香港ビジネスに対するギャップ 

香港では本号執筆時点（2022 年１月）で、2019 年抗議活動の発生から約２年半が経過し、

また、2020 年の国家安全維持法（国安法）の施行から約１年半が経過しました。 

一部のメディアでは、「香港の一国二制度は既に終焉を迎えた」、「国際金融都市・香港の機能

は別の国または都市に代替される可能性がある」と報道されるなど、大きく低下した香港の

レピュテーションは回復しておらず、香港拠点を持つ日本企業や香港への輸出を検討する企業

の中には、今後の香港ビジネスに慎重になっているケースも少なくないと思われます。 

＜想定される日本企業の懸念事項＞ 

ü 2019 年抗議活動以降、香港では依然として情勢不安が続いている 

ü 2020 年の国家安全維持法の施行以降、香港のビジネス環境は悪化している 

ü 情報制限等の影響から、外国企業の撤退が相次いでいる 

ü 香港の中国化が進んでおり、自由な日常生活・経済活動が脅かされている 

在香港日本国総領事館、日本貿易振興機構（ジェトロ）香港事務所および香港日本人商工

会議所が香港に拠点を構える日系企業を対象に実施している「香港を取り巻くビジネス環境に

かかるアンケート調査」（2022 年１月公表、以下「JETRO 等アンケート調査」という。）に

よると、本社による香港の評価について、「本社は香港の実情を正確に把握している」は 24.8％、

「本社は香港の実情を悲観的に認識している」は 36.6％となっており、日本本社と香港拠点間

では乖離が生じています。 

日本本社が香港ビジネスの見通しを悲観する理由として、同調査では「日本国内での報道が

悲観的過ぎる」（67.7％）が最も多く、次いで「過去のデモ・抗議活動に関連したイメージが

残っている」（45.2％）となっています。 

そこで今号（前編）では、2019 年抗議活動、転換点を向けた香港統治の在り方と、それらの

香港ビジネスへの影響について紹介します。 

＜今号のトピックス＞ 

「香港の政治・経済の現状（前編）～香港統治の変容によるビジネスへの影響は限定的」 

１．はじめに～日本と香港現地での香港ビジネスに対するギャップ 

２．2019 年抗議活動は過去のもの 

 ３．香港統治は大きな転換点を迎えた 

 ４．ビジネス上の最大課題は「ゼロコロナ政策」 
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